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サプライチェーンデザインがもたらす新潮流
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1 APAC新興国の成長市場を取り込み、自社の成長に結びつけるには、成長市
場特有の環境変化に対応するサプライチェーンの設計・構築が要諦である。
環境変化として、①APAC地域全体での貿易環境の変化、②APAC新興国内
での物流環境・市場環境の変化、③企業のサプライチェーンのグローバル化・
複雑化があり、また変化の速度・度合いも大きい。

2 各企業は、動的なサプライチェーンを構築し環境変化に柔軟に対応していくこ
とが求められる。そのためには、サプライチェーンの設計業務を仕組み化（＝
サプライチェーンデザイン機能を実装）し過去、数年に一度不定期に実施して
いた設計業務を、より高い頻度で定期的に実施していくことが必要である。

3 仕組み化とは①組織：グローバル本社と地域横断でのサプライチェーンデザ
イン組織設置、②業務プロセス：特定人材に依存しない定型化・明文化され
たサプライチェーン設計業務プロセスの構築、③ITツールの整備、である。

4 グローバルでの各地域統括拠点をサプライチェーンデザイン機能のCOE（Cen-
ter of Excellence：国際的な競争力を持つ中核拠点）とし、さらにITツールを
活用することで、定型化・明文化された業務を域内各国に順次展開し、中長期
的に維持、各地域で現地の環境変化により俊敏に対応することが可能となる。

5 APAC新興国にて、日系・欧米系企業は多くの地場企業の買収・出資を実施し
ているが、自社からその会社の保有していないノウハウなどを付与することに
より企業価値を高める「バリューアップ」の手段として、サプライチェーンデ
ザイン活用による動的なサプライチェーン構築余地も大きいのではないか。

サプライチェーンデザインがもたらす新潮流
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サプライチェーンデザインがもたらす新潮流

日系・欧米系企業は、APAC（アジア太平
洋）地域における新興国群（以下、APAC新
興国）の成長市場を取り込み、自社の成長に
結びつけるための重要な市場と見なしてい
る。一方では、成長市場であるからこそさま
ざまな環境変化が伴い、その動的な環境にお
いていかにサプライチェーンを設計・構築し
ていくかが、成長市場取り込みの要諦となっ
ている。

そこで本稿ではAPAC新興国に注目し、サ
プライチェーンにおける環境変化と日系企業
の抱える課題、日系企業の取るべき方向性と
しての「動的なサプライチェーン構築」に向
けた対応策について述べたい。

Ⅰ APAC地域における環境変化

APAC新興国においては、日本国内以上に
変化の速度が速く、その度合いも大きい。サ
プライチェーンの効率性は企業の売り上げ・
コストに大きく影響を与えるため、環境変化
への対応の重要性が特に高い地域であるとい
える。

APAC地域で念頭に置くべき環境の変化
は、①APAC地域全体での貿易環境の変化、
②APAC新興国内での物流環境・市場環境の
変化、である。これら 2 点を受け、さらに③
企業のサプライチェーンのグローバル化・複
雑化も起こっている。これらの環境変化を踏
まえた上での最適なサプライチェーンの構築
が必要となる。以下に具体的に述べる。

1 APAC地域全体での貿易環境の変化
（1） 自由貿易協定による関税率引き下げ

アジアでは、ASEAN（東南アジア諸国連

合）内で1993年に発効されたAFTA注1、2010
年に発効されたATIGA注2にのっとり、段階
的に関税率が引き下げられてきた。ASEAN
加盟国内の相互の関税率はおおむね撤廃もし
くは低水準となったが、ASEANと中国間の
FTAであるACFTAや、ASEANとインド間
のFTAであるAIFTAでは特にASEANに遅
く加盟したCLMV各国（カンボジア・ラオ
ス・ミャンマー・ベトナム）に対しては関税
の引き下げスケジュールが遅く設定されてお
り、今後数年の間で多くの品目について撤
廃・引き下げがさらに進む予定となってい
る。

よって企業は、現在の関税率のみに基づい
てサプライチェーンを構築するのではなく、
現在および将来の段階的な関税引き下げ・撤
廃なども考慮しサプライチェーンを設計・構
築する必要がある。

（2） TPPの先行き不透明さ

環太平洋戦略的経済連携協定（TPP）は
2015年10月 5 日の交渉参加国間での大筋合意
を受け、各国が国内国会で提案・承認の手続
きを進める予定となっていたが、米国大統領
となったドナルド・トランプ氏が17年 1 月23
日にTPPから「永久に離脱する」と定めた大
統領令に署名したことで、TPP自体の進行が
大きく影響を受けると想定される。

APAC地域ではこれに先立ち、トランプ氏
の選出が確実となった米国大統領選 9 日後の
11月17日には、ベトナムのグエン・スアン・
フック首相が、「批准を提案するのに十分な
条件がなくなった」と国会で述べ、ベトナム
政府がTPPの批准に向けた国会での承認手
続きを中止しており、米国以外の参加国の状
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である。

（3） APAC新興国内における

 需要者の要求サービスレベルの高まり

次に需要者の要求サービスレベルが高まっ
ていることが挙げられる。

APAC地域は多くの国で構成されている。
そのため、各国の市場規模がそれほど大きく
ない段階においては、日系・欧米系企業とも
に各国に自社拠点を持たず、代理店を活用し
て各国市場に自社製品を供給している場合が
多い。近年では、各国の代理店も適切な在庫
水準で顧客の短納期要望に応えていくべきと
の意識が高まっていることや、先進欧米系企
業との取引の中でその高いサービスレベル

（受注から納品までのリードタイムおよび、
発注時要望納期の遵守度合いなど）に触れる
ことで、代理店が要求するサービスレベルも
高まってきている。

上記を受け供給側企業にとっては、高いサ
ービスレベルが実現可能なサプライチェーン
を保有していることが差別化要素になってき
ている。

3 企業のサプライチェーンの
 グローバル化・複雑化

APAC地 域 全 体 で の 貿 易 環 境 の 変 化、
APAC新興国内での物流環境・市場環境の変
化を受け、APAC地域で事業を展開する個々
の企業におけるサプライチェーンも変化して
きている。

（1） サプライチェーン上の

 出荷元のグローバル化

従来、日系企業がAPAC地域へ製品を供給

況も先行きが不透明となっている。
トランプ政権は日本に対し、TPPに代えて

日米 2 国間の新たな自由貿易協定締結を求め
ていると報じられているが、いずれにして
も、企業のサプライチェーンコストに大きく
影響を与える関税が流動的な状況の中におい
ても最適なサプライチェーン構築を模索する
必要がある。

2 APAC新興国内での
 物流環境・市場環境の変化
（1） APAC新興国内において

 急ピッチで進む物流インフラ整備

APAC新興国内においては空港、港湾、橋
梁、高速道路などの交通インフラ整備が急速
に進められており、状況は刻々と変化してい
る。ある時点で最適な拠点配置、および拠点
間のネットワークが、数カ月後も最適である
とは限らない。自社のサプライチェーンの競
争力を高めて維持するには、交通インフラの
状況変化に合わせ、高頻度でサプライチェー
ンを見直すことが必要となる。

（2） APAC新興国内における需要量の変化

新興国では人口増加、国民の生活水準の向
上、地方都市の発展などに伴って、サプライ
チェーンの末端に位置する需要者の需要の状
況が大きく変化している。

まずは需要者の需要量が大きく増加してい
ることが挙げられる。需要の変化によってそ
れを満足させるために必要な拠点配置（配置
する拠点の規模を含む）、拠点間のネットワ
ークも異なってくる。高頻度での見直しを行
うことに加え、拠点の規模については将来の
需要も見越した上で設計しておくことも重要
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している。
また、APAC新興国における内需向けを目

的とした生産法人が、外需にも対応する生産
機能も併せて担うことで、APAC地域内やグ
ローバルでのサプライチェーン再構築がなさ
れている。自動車産業において内需の大きな
タイ、インドネシア、インドは、前出の
FTAを活用し、世界各国にノックダウン

（KD）生産向けのモジュール部品を供給する
外需向けの出荷基地にもなっている。

（2） APAC新興国への前線倉庫の配置

前出の新興国内における需要者の要求サー
ビスレベルの高まりを受け、日系・欧米系企

する際、日本や中国などの生産拠点から輸送
することが多かったが、タイやインドネシア
などにおける国内需要の増大や現地政府の政
策に伴い、現地生産拠点を設立するケースも
増えている。

たとえば、インドネシアでは、政府が2017
年までには年間携帯電話機需要の50％を国産
品（国内生産）とすることや、17年までに
4G（LTE）対応スマートフォンで国産部品
を最低30％搭載するという目標を掲げてお
り、こういった国内産業育成を目的とした政
策も生産拠点の立地に影響を与えている。実
際にサムスン電子が15年にインドネシアの西
ジャワ州でスマートフォン工場の稼働を開始

図1　APAC地域における環境変化

1  APAC地域全体での貿易環境の変化
2  APAC新興国内での
物流環境・市場環境の変化

3  企業のサプライチェーンの
グローバル化・複雑化

ASEAN加盟国内関税協定（AFTA、ATIGA）、
ASEAN中国FTA（ACFTA）、ASEANインドFTA（AIFTA）、TPP

生産場所
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［1─（1）］ 自由貿易協定による
関税率引き下げ
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TPPの先行き不透明さ

［2─（3）］ APAC新興国内における
需要者の要求

サービスレベルの高まり

［2─（2）］ APAC新興国内
における需要量の変化

［2─（1）］ APAC新興国内において
急ピッチで進む物流インフラ整備

［3─（2）］
APAC新興国への前線倉庫の配置

［3─（1）］サプライチェーン上の
出荷元のグローバル化
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に十分に対応できておらず、また自社にどの
程度改善余地があるのかも把握できていない
場合も多い。日系企業においては、サプライ
チェーンの設計業務は数年に一度、不定期で
の実施にとどまっていることが多く、環境変
化に柔軟に対応できるサプライチェーン設計
の仕組み（＝サプライチェーンデザイン機
能）が整備されていないことが、その要因で
ある。具体的には、①サプライチェーンデザ
イン機能を担う組織が不在であること、②サ
プライチェーンの設計業務が定型化・明文化
された業務プロセスとなっていないこと、③
サプライチェーン設計業務を標準的かつ簡易
に実施するITツールが整備されていないこ
と、が要因である。本章では、動的なサプラ
イチェーン構築に向けて必要となる仕組みに
関して、①組織、②業務プロセス、③ITツ
ール、という観点から、まずは日系企業にお
ける新興国を含めた各地域側での課題につい
て言及する。

1 ［組織］地域拠点におけるサプラ
イチェーンデザイン機能の不在

アジア各国を跨いだサプライチェーンを構
築している日系企業の中には、シンガポール
やタイなどに地域統括拠点を設置し、人事や
財務の観点から管理を行っているところも多
い。一方、地域統括拠点にSCMの専門組織
を設置する企業は少なく、アジア各国のサプ
ライヤー・生産拠点・販売会社・代理店を跨
いだ地域全体のSCMの最適化を志向し、か
つ継続的な見直しを行っている企業はごくわ
ずかである。営業部門や生産部門、物流部門
が個々の責任範囲の中でサプライチェーン設
計を行うにとどまり、また継続的な見直しも

業各社では、APACの地域統括拠点を置くシ
ンガポールや対顧客の最前線である各国に在
庫拠点を持ち、そこから顧客に供給すること
で、受注から納品までのリードタイムを短縮
し、発注時要望納期の遵守度合いを向上する
などのサービスレベル向上に取り組んでお
り、プレーヤー間の競争も激化している。

ただ、この場合にも地域統括拠点や各国拠
点で単に倉庫および在庫を持つことを決定す
るのではなく、地域統括拠点の倉庫のみでよ
いのか、各国拠点の倉庫のみでよいのか、両
方必要か、必要な在庫量はどの程度か、それ
ぞれの規模はどれくらいかを検討した上で配
置する必要がある（図 1 ）。

Ⅱ APAC地域における日系企業の抱える課題
 ─動的なサプライチェーン構築の必要性と

 
　　そのための課題

前章ではAPAC地域、中でも新興国におい
ては、日本国内より環境変化が速く、その度
合いも大きいこと、その例としてAPAC地域
全体での貿易環境の変化、APAC新興国内で
の物流環境・市場環境の変化、企業のサプラ
イチェーンのグローバル化・複雑化を挙げ
た。日系企業がこのような新興国ならではの
環境変化に柔軟に対応するためには、生産
地、在庫・物流拠点、配送ルートなどのサプ
ライチェーンネットワークを柔軟に変更する

「動的なサプライチェーンの構築」を進め、
サービスレベルの改善と在庫最適化、および
物流コスト削減を実現していくことが求めら
れる。

実際にAPAC新興国に事業展開する日系企
業の担当者に話を聞くと、こうした環境変化
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おいてもSCM設計の専門人材を確保するこ
とは容易ではない。ただし、一定レベルの均
質な労働力確保が可能で、従業員の就業年数
も長く時間をかけての人材育成が可能である
日本とは異なり、APAC新興国では、日系企
業だけでなく欧米系企業や韓国系企業、現地
企業もAPAC地域での事業拡大を加速させて
おり、域内における優秀人材の獲得競争は激
しさを増している。また、売り手市場の中、
優秀な人材は、より高い給与、裁量、経験を
求めて積極的に職場を移り替わり、その結
果、せっかく時間とコストをかけて育成した
人材が、競合他社に引き抜かれてしまうとい
ったケースには枚挙に暇がない。平均就業年
数が極端に短いAPACなどの新興国において
は、特定の人材に依存しないことを前提とし
た業務設計が必要である。

3 ［ITツール］ITツールの未活用
サプライチェーン設計に当たっては、関税

などの規制、交通インフラおよび輸送・倉庫
費用や需要状況、企業の生産・在庫拠点など
各種要素を組み合わせ、考慮していく必要が
ある。特にAPAC地域においては、それらの
要素を高頻度で見直す必要がある。従来、日
本国内では熟練したサプライチェーン設計担
当者が、地図を見ながら最適な拠点配置やネ
ットワークを検討するという方法が採られて
きたが、この方法では、関税の将来にわたる
引き下げスケジュールや、不確定要素をシナ
リオとして設定すること、候補となっている
複数の拠点・ネットワークを的確に比較検討
することが困難であった。また、表計算ソフ
トなどを用いたシミュレーションは、精度の
高い試算を行おうとすればするほど膨大なパ

行われていないことが多い。一部の先進的な
企業で地域統括拠点にSCM組織を設置して
いるケースを見かけるが、欧米系のグローバ
ル企業に比べて当該拠点がイニシアチブを取
り、SCM関連の取り組みを主導できている
ケースは少ない。

商材によっては、APAC地域で生産・販売
機能が完結するものもあり、このような製品
では、地域側でサプライチェーンの最適化を
検討することが可能である。その際には、地
域SCM組織がサプライチェーンデザイン機
能を担うことで、より現地の環境変化に対応
したサプライチェーン構築も可能となる。一
方で、一つの地域で完結せずに複数地域に跨
ったグローバルでのサプライチェーン設計が
必要な商材もある。そのような商材に対して
は、地域統括拠点のSCM組織は、本社SCM
組織と密に連携し運営されることが求められ
る。

2 ［業務プロセス］定型化・明文化
されたサプライチェーン設計業務
プロセスの不在

サプライチェーン設計自体、多くの日系企
業においてはまだ標準的な業務として位置づ
けられておらず、数年に一度の頻度で不定期
に実施されるにとどまっている。動的なサプ
ライチェーン構築に向けては、関税など規制
情報の収集・更新、需要量に応じた拠点配
置、配送ルートに関して、本社、各地域横断
で定期的なサイクルで見直すよう標準的な業
務プロセスを構築していく必要がある。先行
する欧米系企業では、既にサプライチェーン
設計を標準業務として構築している。

APAC新興国においても、また日本国内に
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実際にAPAC地域において、動的なサプライ
チェーン構築を実現している日系企業はごく
少数である。

その構築に向けては、グローバル本社およ
び地域側拠点も含めた組織の設計、業務プロ
セスの構築、ITインフラ整備などを実施し
ていく必要がある。本章では、APAC地域に
おける地域統括拠点の事例などを参考に、地
域側としての組織、業務プロセス、ITツー
ルのあり方を紹介する。

1 グローバル本社と地域横断でのサ
プライチェーンデザイン組織設置
─地域拠点側で保有すべき機能

動的なサプライチェーン構築に向けては、
グローバル本社でのサプライチェーンデザイ
ン部署に加えて地域統括拠点など、地域側に
も同様な組織を設計することで、現地の変化
にかかわる情報を迅速に収集・精査・共有す
るとともに、現地の事情も踏まえたサプライ
チェーン設計、その実行を支援することが可
能になる。

以下、地域拠点側で持つべき機能につい
て、事例も踏まえながら言及したい。

（1） 現地情報の迅速な収集・精査・共有

APAC新興国では、関税などの規制、交通
インフラおよび輸送・倉庫費用や需要状況な
どの変化が激しく、また公開情報などでは判
断しきれない面もあり、グローバル本社が情
報を一括で吸い上げ管理していくことが難し
い。

たとえば、現地の法規制については公表さ
れている規制（明文化されている規制）と運
用状況が乖離しているケースがあるため、現

ラメータ（条件や要素）の種類やパターンを
設定する必要があり、多大な時間を要した
り、表計算ソフトのキャパシティ（取り扱え
るデータ量）を超えたりしてしまうこともあ
る。

こうした問題を解決し、短期間・高頻度・
高精度のSCMを実現するためにはITツール
の導入が必要となってくるが、APAC地域現
地拠点において、そのためにITツールを導
入している日系企業はほとんど見かけないの
が現状である。一方、先進欧米系企業では、
手法・ツールの標準化が進んでいる。その中
には、既にシンガポールに置かれた地域統括
拠点などが中心となって、サプライチェーン
実行系システム、計画系システムに加え、サ
プライチェーン設計系業務にもITツールを
導入し、定常的に活用する企業も出てきてい
る。

このようにITツール導入の点で大きな格
差が見られるが、要因として、日系企業のサ
プライチェーンの多くは、属人的な対応が前
提となっていることが挙げられる。環境変化
の激しいAPAC地域においては、従来型の人
力によるサプライチェーン設計は困難である
といえ、組織、業務プロセス、ITツールの
観点で属人性を見直し、サプライチェーンデ
ザイン機能として仕組み化していくことが求
められる。

Ⅲ 動的なサプライチェーン構築に向けた対応策

各地域における関税などの規制面、物理的
な交通インフラ、需要の変化などに対応する
ためには、状況に応じた動的なサプライチェ
ーン構築が必要不可欠である。しかしながら
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能である。環境変化に俊敏に対応できるサプ
ライチェーン構築に向けては、地域拠点にサ
プライチェーン設計後のモニタリング、修正機
能も持たせることが重要である。

2 特定の人材に依存しない定型化・
明文化されたサプライチェーン設
計に資する業務プロセスの構築

サプライチェーンデザインは、サプライチ
ェーンを構成する各拠点（生産拠点・倉庫な
ど）の配置、各拠点を結ぶ経路、各拠点・経
路の能力（生産・保管能力・輸送能力）を設
計するものであり、年度ごと・期中など、業
態などによって頻度は異なるものの、環境変
化を踏まえた見直しも求められる。その際、
グローバル本社側におけるサプライチェーン
見直しのプロセスに地域側も組み込むことに
より、地域側の実態を踏まえたネットワーク
設計が可能となる。

日系企業では、グローバルでの拠点連携を
属人的なやりとりで対応している場合が多い
が、業務として定着させるためには、先進欧
米系企業のように業務プロセスを定型化・明
文化し、共有していくことが望ましい。

欧州総合電機メーカーA社の事例

─事業・地域横断のグローバルSCM部門

の設置

欧州総合電機メーカーA社では、事業・地
域横断組織となるグローバルSCM部門を設
置し、グローバルSCMの最適化を図ってい
る。事業部門は、研究開発、販売を管轄し、
グローバルSCM部門は、事業部門とサービ
スレベル・コスト・在庫水準などをKPI（重
要業績評価指標）として合意した上で、生

地で情報を逐次確認していくことが求められ
る。現地の営業情報、サービスレベル・在庫
水準などSCM業務に関連する情報も、ITツ
ールがあればリアルタイムで情報は共有でき
るものの、その背景となる定性情報なども、
各拠点に収集機能を持たせることで迅速に対
応可能になる。

（2） 現地でのサプライチェーンデザイン機能

グローバルで販売する製品については、グ
ローバル本社のサプライチェーンデザイン部
署と連携しながら設計していく必要はあるも
のの、地域内、各国で生産・販売が完結する
製品については、現地側でサプライチェーン
を設計し、実行していくことでより迅速に現
地の変化に対応することができる。いずれの
場合においても、地域側にも設計機能を持た
せることが必要である。

関税引き下げスケジュール、交通インフ
ラ、需要などの変化を見据えた複数のシナリ
オを設定、それらに基づいた最適なネットワ
ークを導出することが重要であるが、こうし
た検討を地域側で深耕することにより、変動
要因を加味したサプライチェーン設計、およ
びその意思決定が地域側でも実施可能にな
る。

（3） サプライチェーン設計後のモニタリング、

 修正機能

拠点の配置検討など投資を伴うものはグロ
ーバル本社との連携が必要となるケースが多
いが、地域側で生産・販売が完結するローカ
ル製品に関する生産拠点における生産配分、
在庫配置ルールなどについては、環境変化に
応じてその都度地域で見直していくことが可
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ーバル本社側が当該業務を主管するが、地域
統括拠点側に設置されたチームと連携しなが
ら共同で地域のネットワークを検討・見直す
形になっている。

また、地域統括拠点側では、各地域での関
税などの規制情報を収集・本社と共有すると
ともに、在庫配置ルールなどの見直しも行う
ことにより、現地側で俊敏な対応が可能とな
っている。これらの業務がグローバル本社、
地域統括拠点それぞれにて標準業務として定
義されている。

同社のIT機器部門では、従来、フィリピ
ンの生産拠点にてASEAN・世界向けに高品
質UPSを製造していたが、新興国向けに低品

産・調達・物流を管轄する形になっている。
これにより、事業・地域横断での業務プロセ
スの標準化、拠点配置の最適化、ベストプラ
クティスの共有などを行うことを志向してい
る。

─SCMネットワーク設計部門の設置・標準

業務の導入による動的サプライチェーン

の構築

A社では、サプライチェーンネットワーク
設計が全体最適化に向けて重要という認識の
下、ネットワーク設計に特化した部門を、グ
ローバル本社のSCM部門内に事業・地域横
断で管轄する役割として設置している。グロ

図2　欧州総合電機メーカー A社におけるSCMネットワーク設計部門の概要

①グローバル本社、地域（事業部）横断で
　SCMネットワーク担当を配置

②各地域関税、各種コスト、需要・ニーズなど
　環境変化を踏まえた最適サプライチェーンを検討

● 各地域FTA・関税動向
● 各国コスト
● 事業部門からの要望

● フィリピンにて高品質UPSをASEAN・世界向けに
　製造
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での採用が進展している。
サプライチェーンデザインシステムの機能

概要および特徴は、連載第 1 回「サプライチ
ェーンデザイン概論」（2017年 3 月号）に記
載があるため、そちらを参照されたいが、
APAC新興市場に適用するに当たっての留意
点を以下に述べる。

（1） ビッグデータの活用

人材流動性の高いAPAC新興国において、
個々の業務担当者の経験や勘、知識に頼った
サプライチェーン設計業務に限界があるのは
前述した通りである。一方、最新のITツー
ルでは、モデリングテクノロジーを用いて、
ビッグデータからサプライチェーンの最適解
を迅速に導出することができる。社内に散在
するビッグデータを収集し、さらに実オペレ
ーションの複雑性をモデルに反映させながら
分析を実施することで、属人性を排除した精
度の高いシミュレーションが可能となる。

（2） 自社のSCMシステム化ステージに応じた

 段階的な導入

在APAC地域の日系企業のSCMシステム
導入状況は、以下の 3 つのステージに分類で
きる（図 3 ）。

①ERPシステムなどのサプライチェーン実
行系システムを導入済み

②①に加え、サプライチェーン計画系シス
テムも導入済み（データも連携済み）

③②に加え、サプライチェーン設計系シス
テム（サプライチェーンデザインシステ
ム）も導入済み（データも連携済み）

在APAC地域の日系企業の大半は①のステ
ージにある。ERPシステムなどの普及もあ

質UPS製造ラインを増強するに当たっては、
既存拠点での増設ではなく中国に新ラインを
設置した。具体的には、中国のエネルギー部
門の電力機器製造ラインの空きを活用、低品
質UPSの 生 産 ラ イ ン に 転 換 し、 中 国・
ASEAN向けの生産を行った。その背景に
は、FTAを活用した貿易コストの最小化や、
地域におけるリソースの最適化の検討があっ
たと考えられる。同社では、このように事業

（IT機器と電力機器）、地域（フィリピンと
中国）横断でサプライチェーンの最適化を図
っている。

事業・地域横断のネットワーク設計部隊を
グローバルレベルで設置、業務を定型化・明
文化することで、現地の情報を迅速に察知
し、全社リソースを最適に活用していくこと
が可能になる（図 2 ）。

3 ITツールの活用
近年、ITによる処理速度高速化やビジュ

アル描写機能の進化から、サプライチェーン
設計業務に関しても、高速な最適化計算や地
図上での実輸送ルートのシミュレーション図
示といった機能が装備されたITツールが活
用可能となっている。ツール上で最新の地図
情報と拠点の位置情報を紐付け、アップデー
トされた地図情報における最適なネットワー
クを算出することも可能である。これは前述
のAPAC新興国における道路などのインフラ
整備に伴い、サプライチェーンを見直すのに
有用である。環境変化が急速かつ激しい新興
国でのサプライチェーン設計業務における
ITツールの活用は、より迅速な環境変化へ
の追従、早期の効果刈り取りにつながるた
め、先進欧米系企業を中心にグローバル企業
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に合わせて、以下のステップでのシステム化
推進を勧めたい。もし既にステージ②に到達
しているもしくは検討済みの企業は、③のサ
プライチェーン設計系システムの導入を同時
に進めることが望ましい。

サプライチェーン計画系システムとサプラ
イチェーン設計系システムとをリンクさせる
ことで、変化の激しいAPAC地域において、
その時点の環境状況に対応したサプライチェ
ーン、生産計画、販売計画、在庫数量計画を
一気通貫で立案することが可能となる。これ
は、連載第 1 回「サプライチェーンデザイン
概論」で解説した「プランニングバイデザイ
ン（Planning by Design）」と呼ばれる手法
である。

一方、まだステージ②に到達していない企
業にとっては、一足飛びにステージ③に到達

り、在庫引当や受発注業務などを支援するサ
プライチェーン実行系システムの整備は、ア
ジアでも一巡しつつある。昨今、一部先進企
業で計画・導入の動きが活発化してきている
のは、②のステージのサプライチェーン計画
系システムである。需要変動などにタイムリ
ーに対応するため、生産計画、販売計画、在
庫数量計画などを日次〜月次サイクルで実施
するためのサプライチェーン計画系システム
の導入事例が出始めている。

一方、③のステージであるが、日系企業の
アジア現地拠点で、その段階まで達している
事例は現状ほとんど見られない。しかしなが
ら、APAC地域におけるサプライチェーンデ
ザインにはITツールの導入が不可欠であり、
最終的には③のステージを目指すべきであ
る。そこで、筆者としては各企業のステージ

図3　サプライチェーンシステムの分類

● 主な機能：在庫引当、受発注管理、
　　　　　　生産スケジューリングなど
● 利用頻度：随時（リアルタイム）

● 主な機能：生産計画、販売計画、
　　　　　　在庫数量計画など
● 利用頻度：日次～月次

● 主な機能：拠点配置シミュレーション、
　　　　　　在庫配置シミュレーション、
　　　　　　生産配分シミューレーションなど
● 利用頻度：年次～月次

①サプライチェーン実行系
システム （例 ERPなど）

②サプライチェーン計画系
システム

③サプライチェーン設計系
システム

（サプライチェーンデザインシステム）
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設置し、グローバル本社SCM組織との密な
連携または一体運営を行いながら、各国への
サプライチェーンデザイン展開を志向すべき
である。その場合、まずはグローバル本社主
導でグローバルレベルのサプライチェーンデ
ザインを担うCOE機能を確立し、業務プロ
セス・ルールやITツールを整備、そのCOE
機能を各地域に分散配置するアプローチがよ
く採られる。

その際、全世界の担当者が一元的にアクセ
ス可能な、グローバルで共通されたデータ活
用・分析基盤を整備することが望ましい。昨
今、クラウド型サービスで提供されているサ
プライチェーン設計系システム（ITツール）
もあり、グローバルでCOE機能を展開する
際の共通データ活用・分析基盤の選択肢の一

することは困難であるが、当面は最低でも 1
年に 1 、 2 回の頻度でサプライチェーン設計
業務を外部専門機関（コンサルティング会社
など）を活用し実施、サプライチェーンの定
期的な見直しを行いつつ、最終的にはステー
ジ③を目指し自社に当該機能を実装したり、
データ蓄積を進めておいたりすることが望ま
しい。

（3）クラウド型サービスの活用による

 COE機能の水平展開

人材の流動性、予算など制約を抱えた企業
のAPAC地域各国現地拠点において、サプラ
イチェーンデザイン機能を独力で担うのは非
現実的であるため、シンガポールやタイなど
のAPAC地域統括拠点内に地域SCM組織を

図4　クラウド型サプライチェーン設計系システムの概要

クラウド型サプライチェーン設計系システム
〈主な特徴〉

プランナー
パラメーターを変更
してシナリオ分析を

実施

ビューアー
出力結果を

確認・業務利用

デザイナー
モデルを構築

Collaboration

● デザイナーやプランナーの間でモデルを共有可能
● プランナーは個々人でシナリオ分析を実施可能
● ビューアーは出力結果を閲覧可能

Knowledge Management

● 構築したモデルをナレッジとして1カ所に蓄積可能

Scalability

● 数百人が同時アクセス可能
● 数十個の複数シナリオを並行試算可能

Mobility

● 世界中のどこからでもインターネット経由でアクセス可能
● どのようなデバイスやブラウザからでもモデルや

　出力結果にアクセス可能
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くより短期間でのロールアウトも可能である。

Ⅳ サプライチェーンデザインによる
 買収・出資先企業のバリューアップ

日系企業をはじめ先進国企業は、APAC地
域における成長市場を取り込み、自社の成長
に結びつけるために、多くの地場企業の買収
や出資（M&A）を実施している。買収や出
資の対象企業としては、特に成長市場である
APAC地域においては①顧客基盤を保有して
いること、②その顧客基盤の成長が見込める
こと、が重要な要素となる。

また、企業を単に買収したり出資したりす
るだけでなく、自社からその会社の保有して
いないノウハウなどを付与することにより企
業価値を高める「バリューアップ」も可能で
ある。その手段として具体的には、成長を見
込める顧客基盤を持つ買収・出資先にサプラ
イチェーンデザイン機能を実装することによ
り、同社もまた、環境変化に対し動的に対応
しつつ、顧客に対し効率的、かつより高いサ
ービスレベルで製品を供給できるようにな
り、事業を拡大、ひいては企業価値の向上に
寄与することになる。

APAC新興国企業においては、環境変化の
速さに加え、サプライチェーンが国内の地域
ごとなどの小単位での個別最適にとどまって
いることや、その最適化活動も担当者個人が
持つ能力に依存している場合が多いことか
ら、特にサプライチェーンデザインによる価
値向上余地は大きいと考える。

つとして考えることができる。クラウド型サ
ービスは初期投資を抑えて短期間で導入可能
なため、特に予算など制約のあるAPAC地域
への展開には有用と考えられる（図 4 ）。

サプライチェーン設計系システムにクラウ
ド型サービスを採用し、グローバルで展開し
ている欧州の製造小売業B社の例を紹介する。

欧州製造小売業B社の事例

─データ収集・加工、サプライチェーン

設計機能を備えたクラウドサービス型

ツールの導入

欧州製造小売業B社では、従来、世界各国
数百人規模のサプライチェーン担当者が、そ
れぞれ独自のエクセル・アクセスでデータ加
工を行い、定期的なコストシミュレーション
を実行していたものの、精度・迅速性・効率
性の観点で課題を抱えていた。そこでB社
は、世界を 6 つのエリアに分けて、エリアご
とにサプライヤーや生産拠点から顧客までの
サプライチェーンモデルを構築すると同時
に、データ収集・加工機能やサプライチェー
ン設計機能を備えたクラウドサービス型のツ
ールを採用し、それをグローバル共通システ
ムとして各国サプライチェーン担当者に提供
することにした。各国の担当者は共通システ
ム上でそれぞれのエリアに対応したモデルを
用いて、データ分析・加工やコストシミュレ
ーションを実施できるようになり、シミュレ
ーション精度の向上と作業負荷の大幅な削減
に成功した。

この場合は、 6 つのエリアごとにCOE機能
を保有し、COEが主導してサプライチェーン
デザイン機能の実装を行ったが、COEが主
導することで、まずは域内の 1 カ国で導入
し、その後、同域内の別の国に横展開してい
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